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はじめに

多くの直線型モデル 1 が限界に達し、メーカーやバ
リューチェーンのパートナーが、持続可能性やレジ
リエンス（強靱性）、収益、コストを改善するために
循環型ソリューションに目を向けるようになった今、 
ビジネスモデルは変革を遂げつつあります。

使用後に廃棄する直線型のビジネスモデルは、原
料不足や世界的な混乱、地球の三重危機 2 によって、
ますます多くの課題に直面しています。直線型モデ
ルが消滅することは考えにくい一方で、新たに登場
しているのが循環型ビジネスモデルです。変革が、
かつてないほど緊急に求められる中で、変化や新し
い価値の源泉を積極的に取り入れる姿勢は市場に
歓迎されるでしょう。

サーキュラリティ（循環性）は将来への道筋につな
がります。サーキュラー・エコノミーでは、製品や

原材料が循環し続けるため、資源採取のペースが緩
くなり、経済成長は資源の消費と切り離されます 3 。 
サーキュラリティによって、気候変動の影響や資源
をめぐる緊張と、環境の悪化を軽減すると同時に、
企業は、混乱に備え、対応し、回復する能力である
レジリエンスを高め、新しい市場や顧客を獲得する
ことが可能です。

サーキュラー・エコノミーへの移行には、多様なス
テークホルダーの参加が必要であり、システム全体
を変革するには、企業レベルでの加速が不可欠で
す。今日、サーキュラー・トランスフォーメーション
を実現する多くの能力がすでに揃っています。次に
求められているのは、ビジネスモデルを直線型から
循環型に移行するための、発想の転換なのです。
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サーキュラリティという考え方は以前から存在します
が、まだ広がりを見せていません。これまで、企業
や産業は包括的な循環戦略を確立することなく、主
にバージン原料をリサイクル材に置き換えることに
専念してきました。なぜなら、サーキュラリティを、
持続可能性や規制遵守の観点からのみ捉えていた
からです。そうではなく、レジリエンスと収益性を
高め、コスト管理を向上させることで幅広い価値を
創造する方法として見る必要があります。本白書の
調査によると、現在は新しいモデルが採用されてい
るだけでなく、企業がサーキュラリティから経済価
値を実現させる例が増えてきています。

本白書は、循環型ソリューションの可能性を受け入
れるよう企業に促すことを目的とし、持続可能性のみ
でなく、それ以上の価値、具体的にはレジリエンス、
収益性、コストの面で価値創造の機会があることを
明らかにしています。企業が循環型ソリューションに
よって、どこでどのように価値を生み出すことができ
るかを例証し、サーキュラー・トランスフォーメーショ
ンを阻むいくつかの障害について検討し、循環型 
エコシステムの創造を促進できる戦略を提示します。

本白書の結論は、様々な製造業におけるサーキュラ
リティの思想的リーダーとの体系的な協議と、世界
市場調査から導き出されました。調査では、サー
キュラリティに携わっているグローバル企業の経営
幹部 420 名から回答を得ており、このうち約 70% は、
中～大企業（収益 5 億ドル以上）で関連業務に 5
年以上従事した経験を有します。調査対象は、4 つ
の地域（アジア、欧州、北米、南米）、10 業種の
製造業です 4。

本白書は、世界経済フォーラムがベイン・アンド・
カンパニー、ケンブリッジ大学の協力を得て作成し
ました。貴重なご意見をお寄せいただいた「産業
のサーキュラー・トランスフォーメーション」コミュ
ニティの皆様に感謝します。
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エグゼクティブ・サマリー

競争力を高め、経済価値を引き出す機会を手にしよ
うと、様々な業界の企業がサーキュラリティ（循環
性）を追求するようになってきており、今後その重
要性は増大すると予想されている。こうした傾向は、
世界の製造業 10 業種に籍を置く経営幹部 420 名 
の調査に明確に表れている。3 年前には、サーキュ

ラリティが「重要」または「極めて重要」と回答し
た企業は約 40% にすぎず、業界によっても大きな
ばらつきがあった。今日、その数字は約 75% に増
加しており、今後 3 年間で約 95% に達すると予想
されている。

製造10業種に従事する企業は、循環型ソリューションが 
持続可能性、レジリエンス、収益増加、コスト削減により 
価値を生み出すことを期待している。

サーキュラリティの重要性の高まり図  1

様々な業界でサーキュラリティを受け入れる企業が増えている

3年前 3年後現在

~40% ~75% ~95%

サーキュラリティを「重要」または「極めて重要」と位置付け、取り組む企業の割合

企業はサーキュラリティに幅広い価値創造の可能性
があることを認識している。調査によると、循環型
ソリューションを追求している企業は、持続可能性、
レジリエンス、収益、コストという 4 つの面でプラ
スの経済価値を生み出すことを期待している。調査
では、様々な循環型ソリューションを取り入れた、
成熟度の高いサーキュラー戦略を実施している企業
は、単独のアプローチに比べてより高い価値を引き
出していることが明らかになっている。

サーキュラリティが価値をもたらす論拠は明確とは
いえ、企業にとって循環型ビジネスモデルへの道は
未知の領域であり、トレードオフが伴う。直線型の
ビジネスモデルを循環型に切り替えようとする企業

は、発想の転換と、大規模な資源投資が必要になる。
その中には、多額の先行投資、十分な時間の割り
当て、必要な能力の構築が含まれる。

こうした課題はあるものの、先駆的な多国籍企業の
事例は前進が可能であることを示している。今回実
施した調査によると、循環型ソリューションによって
課題を軽減し、幅広い経済価値の創造に成功して
いる企業は、実現のための戦略を複数組み合わせ
て実施しているのだ。

以下のような実現戦略によって、企業はサーキュ
ラー・トランスフォーメーションの複雑さを乗り越え
て、幅広い経済価値を引き出すことができる。

出典：「産業のサーキュラー・トランスフォーメーション」イニシアチブによる 420 名の経営幹部を対象とした世界市場調査 
              （2024 年第 2 四半期中に実施）
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循環型ソリューションによって経済価値を引き出すための実現戦略図  2

出典：「産業のサーキュラー・トランスフォーメーション」イニシアチブ
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サーキュラリティから価値へ

気候変動による危機と持続不可能な資源消費は、 
地球にとっても、企業や産業の長期的な生産性に
とっても、その存続を脅かすものとなっている。現
在のペースでは、人間は毎年、地球が補給できる量
の 1.7 倍の天然資源を消費していることになる 5。こ
の過剰消費は近い将来供給ショックを引き起こし、
重要な原材料の不足を招くことになるだろう。

この課題に対し、本白書で探求する解決策がサーキュ
ラー・エコノミーである。これは、製品の耐用年数
を延ばし、アクセスの共有化によって利用率を高め、
バージン原料を循環型原料に置き換えることを軸と
するものだ。サーキュラー・トランスフォーメーショ
ンは、現在の世界で用いられているビジネスモデル
を変革し、産業を根本的に作り変えていくだろう。

サーキュラリティはあらゆるステークホルダーに多
大な価値をもたらす可能性がある。循環型ソリュー
ションにより、製品が排出する温室効果ガス（GHG）
の削減が可能になるからだ。事実、エレン・マッ
カーサー財団は、循環型ソリューションが主要な 4
素材（プラスチック、アルミニウム、セメント、鉄鋼）
に適用されれば、2050 年までに新製品の生産によ
る排出量を 40% 削減できると予測している 6 。

また、リデュース、リユース、リサイクルにより、製
品の交換頻度を減らし、廃棄物の発生量を軽減し、
汚染を低減して、生物多様性を守ることができる 7。
さらに、サーキュラリティはイノベーションと雇用
を促進することで、社会にポジティブな影響を与え

ることが可能である。国際労働機関（ILO）による
2019 年の予測では、従来型のビジネスを続けた場
合に比べて、サーキュラー・エコノミーは 2030 年
までに世界中で 700 万～ 800 万人の新規雇用を生
み出す可能性がある 8。事業環境においては、循環
型モデルは新しい収益源を生み出し 9、企業に競争
力を与え、既存の直線型モデルを上回る収益性とレ
ジリエンスをもたらすことができる 10。

サーキュラー・エコノミーへの移行は多面的なプロ
セスであり、政策立案者から学者、科学者、イノベー
ター、そしてバリューチェーン全体まで、多くの参
加者が必要だ 11。その中で企業は、サプライヤーと
顧客の双方に循環型の取り組みを導入するよう促す
ことができる独特な立場を生かして、サーキュラー・
トランスフォーメーションの勢いを加速させることが
できる 12。

本白書では、サーキュラリティが環境や社会にもた
らす多大なメリットを認識しつつ、サーキュラー・ト
ランスフォーメーションが企業に大きな経済価値を
どのようにもたらし得るのかを実証し、その価値を
獲得するための実現戦略を説明することに重点を置
いている。

循環型ビジネスモデルへの移行には 
トレードオフが伴い、大量の資源に加え、 
発想の転換も必要になる。
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歴史的に、企業はサーキュラリティを廃棄物の回収
とリサイクルの観点から見ることが多く、サーキュラ
リティの取り組みは、持続可能性の向上や規制遵守
に重点を置くものが主流だった。現在ではそれ以外
にも、サーキュラリティはレジリエンスや収益成長、
コスト削減などの経済価値を生み出し、顧客、人材、
希少資源といった面で長期的な競争力を支えるもの
であることが明らかになっている。

10 種の製造業における世界の経営幹部 420 名に対
する調査は、2024 年 7 月に終了した。その結果は、
サーキュラリティがもたらし得る広範な価値創造の
機会について、幹部らが理解していることを示唆し
ている。また調査によると、今日、持続可能性をも
たらすという理由だけで循環型ソリューションに取り
組んでいる企業は 3% であるのに対し、収益性やレ
ジリエンスまでを含めたより幅広い理由で循環型ソ
リューションを取り入れている企業は 97% であった。 
調査では、企業が 3 年後には循環型ソリューション
によって幅広くポジティブな経済価値が得られると
期待していることが示されている。

調査結果によると、回答した企業の実に 73% が、
循環型ソリューションにより収益が増加すると予想。
修理、改修、その他の寿命延長サービス、あるい
は重機レンタルなどの能力共有は、新たな収益源
の可能性を切り開く。また、企業は新たな顧客セグ
メントにアクセスできるようになるだけでなく、サー

キュラー製品やそのメンテナンスサービスを選択す
る既存顧客からの需要も増やすことができる。

約 65% の企業は、サーキュラー戦略によって、主
に希少な原材料への依存を減らし、サプライチェー
ンの複雑さを軽減し、需要と供給を予想しやすくす
ることで、レジリエンスが向上すると予想している。

また同じ65% の企業が、循環型ソリューションによっ
て自社の温室効果ガス（GHG）排出が低減するとし
ている。しかし、排出量の減少規模は製品や採用
する循環型ソリューションによって異なり、22% の
企業は逆に炭素排出量が増えると予想。循環型モ
デルの中には、製品ライフサイクル終了後の排出に
ついて企業が説明責任を求められるものもある。例
えば、改修や修理のために、企業の施設へ使用済
み製品を戻す際の輸送時に排出される温室効果ガ
スなどだ。直線型モデルでは、これらがスコープ 1
排出量に含まれることがないためである。

コスト削減への影響に対する予想はもう少し偏りが
なく、回答者の 56% が、循環型ソリューションによっ
て、主に顧客の獲得と維持のコストが減ることで 
コスト削減が実現できると予想している。しかし、
循環型ソリューションへの初期投資や運営の複雑さ
によって、コスト高になると考える企業もある。

	� 幅広い経済価値を引き出す

価値創造の機会としてのサーキュラリティ図  3

企業は循環型ソリューションが経済価値をもたらすと予想

温室効果ガス
排出量

65%

13%

22%

収益

73%

17%

10%

レジリエンス

~65%

65%

11%

24%

コスト

~56%

56%

19%

25%

プラス

ゼロ

マイナス

サーキュラリティに
取り組む企業のうち、
3年後にプラス/ゼロ/マイナスの影響が
あると予想する企業の割合（%）

出典：「産業のサーキュラー・トランスフォーメーション」イニシアチブによる 420 名の経営幹部を対象とした世界市場調査 
　　　（2024 年第 2 四半期中に実施）
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世界経済フォーラム、ベイン・アンド・カンパニー、
ケンブリッジ大学による前回の白書『産業のサー
キュラー・トランスフォーメーション：パートナーシッ
プの役割』13 では、修理サービスや循環型原料の
内部調達といった一連の循環型ソリューションを提
示した。これらは循環型価値創造の三つの「アーキ
タイプ（原型）」としてまとめることができる。

第一のアーキタイプは、バージン原料を再生プラス
チックや再生アルミなどの循環型原料に置き換える
ことを主眼とするものである。この戦略は、ほとん
どの製造品、特に包装材など寿命の短いものに適
している。第二のアーキタイプは、製品寿命を延
ばすことによって製造品の需要を減らし、ひいては
生産量を減らすことを主眼としている。この戦略は、
耐久性があり、分解して修理や改修、アップグレー
ドのできる高価値製品に適している。第三のアーキ
タイプは、ビジネスモデルの定義を見直し、より循
環的な働き方を導入するもので、共有モデルがこ
れに当てはまる。これは高価値でアップグレード可
能な製品やサービスに最も適している。

2024 年の調査では、企業が複数のソリューション
やアーキタイプを取り入れた循環型モデルを構築
し始めたことが明らかになっている。4 分の 1 の企
業が三つのアーキタイプすべてにわたってソリュー
ションを拡大しており、別の 20% の企業は二つの

アーキタイプに関連するソリューションを拡大して
いた。企業が試験的に実施するソリューションが増
える中で、このように多くのソリューションを組み合
わせる傾向が加速している。

調査では、三つのアーキタイプをすべて網羅する
成熟度の高いサーキュラー戦略を実施している企業
は、一つか二つのアーキタイプだけを実施している
企業よりも高い経済価値を生み出していることが明
らかになった。これは、経験に応じて価値が増えて
いることを示すもので、サーキュラリティの未来に
とって良い兆候だ。循環型モデルは、直線型モデ
ルが過去にたどった経験曲線と同じように価値を増
やしていくだろう。

サーキュラリティによってビジネスモデルや業務モ
デル自体が変容すると、バリューチェーン全体に新
しい価値創造の機会が生まれる。例えば、サーキュ
ラー・エコノミーでは、価値があるスクラップを回収・
選別する高度なシステムや、中古製品向けの新しい
物流プロセスが必要になるだろう。新たな企業が参
加する新興セクターは、イノベーションを促し、新
しい雇用機会を生み出すだけでなく、大規模なサー
キュラリティからの価値の創造に多大な影響を与え
ることになる。

	� 3つのアーキタイプ、複数の戦略
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ビジネスモデルを直線型から循環型に移行させるこ
とは、困難であると同時にトレードオフを伴う。調
査した企業の一部は、温室効果ガス排出量の低減

（企業の 35%）、レジリエンスの向上（35%）、収
益増加（27%）、コスト削減（44%）に循環型ソリュー
ションを活用する方法を依然として見出すことがで
きていない。経験曲線に沿った能力獲得のプロセ
スでは、企業は十分な時間配分や必要な能力の
構築といった多大な初期投資に直面する。事実、
65% を超える企業が財務上の懸念を表明しており、
特に高額の先行投資や継続コストを大きな課題に
挙げている。

さらに、組織構造も障害となっている。例えば、ス
テークホルダーの不参加、不十分な時間配分、能
力や知識の不足やサーキュラリティに関する共通理
解の欠如などであり、60% の企業がこれらをすべ
て障害として挙げている。これは、数十年にわたっ
てコストやサービスレベル、在庫の最適化を重視し
てきた企業が、競争力維持のために、レジリエン
スや即応性、責任ある事業運営などへと優先事項
を増やしているという大きな変化と一致している。

本白書の調査は、課題を軽減し、循環型ソリューショ
ンによって幅広い経済価値を生み出すことに成功し
ている企業は、実現のための戦略を複数組み合わ
せていることを示している。

1.	 世界経済フォーラム、ベイン・アンド・カンパ
ニー、ケンブリッジ大学による前回の白書『産
業のサーキュラー・トランスフォーメーション：
パートナーシップの役割』14 で概説しているとお
り、主要な価値創造機会の「方法」と「時期」
を特定する。

	– 循環型バリューチェーンにおける主要な価
値の源泉（制御点）を特定する。これには、
素材（例：リサイクル材や分解用の中古製品）
へのアクセス、情報（例：サーキュラー製
品の製造、修理、処分に関する技術的な知
識）へのアクセスなどがある。競合他社や
バリューチェーンのステークホルダーとの違
いを示すために、これらの制御点へどのよう
にアクセスするかを決める。

	– サーキュラー製品が同等の非サーキュラー
製品に対してコスト競争力を持つようになる
時点、あるいは循環型ソリューションが市場
標準になる時点を決定づける重要な変曲点
を特定する。生産コストを低減し、消費者に
よるサーキュラー製品やサービスの採用を
加速させることを目標に、変曲点にポジティ
ブな影響を与える施策を定義する。

	– 組織に適した順序で循環型ソリューションを
組み合わせる。例えば、能力共有ソリューショ
ンを実施する際、寿命延長ソリューションか
ら得た業務上の専門知識を利用するなど。

2.	 事業戦略にサーキュラリティを組み込み、幹部
が部門横断的な権限を持てるようにし、循環型
ソリューションを策定し実施するのにふさわしい
資金を与える。明確な役割と決定権を定め、全
レベルの従業員に参加を求め、インセンティブ
を与え、熱意と当事者意識を持たせる。事実、
企業の約 70% は、組織全体の関与が循環型ソ
リューションの重要なイネーブラーであると考え
ている。 

3.	 例えば材料や知識へのアクセスといった制御点
に影響を与えるための明確な循環型パートナー
シップ戦略を策定する。調査した企業のうち、
これを大きなイネーブラーであると回答したとこ
ろは 60% を上回った。必要であれば、バリュー
チェーン全体のコアリションを構築して変曲点に
ポジティブな影響をもたらし、自社の枠を越え
て業界や地域、国レベルで変革に必要なインフ
ラを整える。これは、白書『産業のサーキュラー・
トランスフォーメーション：パートナーシップの
役割』15 に概説されている。

4.	 循環型ソリューションの拡大を妨げる障害や力
学を特定するため、循環型モニタリング戦略を
立てる。学んだ教訓をさらに生かして経験曲線
を加速させ、その結果としてサーキュラー製品
の生産コストを低減させる。

この後に続く三つの章では、各アーキタイプの実現
戦略を提案し、産業のサーキュラー・トランスフォー
メーションが、どのようにして持続可能性（本白書
では持続可能性を温室効果ガス排出量によって評
価している）、レジリエンス、収益、コストを通じて
価値を生み出すことができるかを詳説する。各章は
単独で読むことも可能であるため、読者のニーズに
最も関連したセクションに集中することができる。

	� 困難を和らげる取り組みと実現戦略の特定
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循環型原料ソリューションから引き出される 
経済価値は、リサイクルされる素材や 
製品によって大きなばらつきがある。

これまでサーキュラリティは、主にバージン原料を
リサイクル原料に置き換えることとして理解されて
いた 16 。その結果、多くの産業で循環型原料ソリュー
ションが導入され、リサイクル材はボトルから大型
機械まで幅広い製品に使用されている。

調査した企業の中で、循環型原料を採用している割
合は 50% を上回っている。循環型原料ソリューショ
ンは、顧客か規制当局、またはその双方が変化を期
待している業界や地域で特に緊急性が高い。包装材
や化学品、日用消費財など、製品寿命が短いため（特
に使い捨てプラスチックによる）大量の廃棄物を生み
出す業界では、その割合がさらに高いことが多い 17 。

例えば、リヒテンシュタイン、エストニア、ノルウェー
の 2021 年におけるアルミ包装材のリサイクル率は、
それぞれ 100%、97%、94% という高さであり 18、
効果的なインフラや政策が整っていればリサイクル
の可能性は大きいことが分かる。循環型原料は、
原料の残存価値が高く、希少性や価格変動の影響
を受けやすい場合にも用いられる。例えば、2021
年における金のライフサイクル終了後のリサイクル
率は、その高い価値、限られた供給量、電子製品
や産業向けの需要増により、約 86% だった 19。

調査対象の企業は、循環型原料ソリューションが 3
年後にポジティブな影響をもたらすことを予想して
いるが、効果の大きさはリサイクルする素材や製品
によって大きく異なるものとなる。

温室効果ガス排出量：循環型バリューチェーンの
カーボンフットプリントが、同等の直線型バリュー
チェーンにおける採取や廃棄のカーボンフットプリ
ントより少ない場合に、循環型原料は温室効果ガス
排出量を削減する可能性がある。しかし、循環型原
料のためのリサイクルは、汚染物質の放出などのネ
ガティブな影響を伴うことがあるため、企業は持続
可能性への全体的な影響を個別のケースごとに慎
重に評価する必要がある。調査では、素材の再利
用では、埋め立て処理する場合と比べて、一般的
に炭素排出量の大幅な削減が可能なことが明らか
になっている。

炭素排出量を削減するもう一つの方法として二酸化
炭素回収・有効利用（CCU）があり、これは二酸
化炭素（CO2）を減らしリサイクルすることができる
というものだ。発電所や産業工程などの発生源から
排出される二酸化炭素を回収して大気中に放出さ
れるのを防ぎ、燃料や化学品、新素材などの製品
を生み出すのに利用する。例えば、ドイツのスター
トアップ企業で、世界経済フォーラム CCU アップリ
ンク（UpLink）・チャレンジのトップイノベーターで
あるエナダインは、コールドプラズマを使って二酸
化炭素から無公害の化学品や燃料を生成しており、
それらは産業や輸送で使用されている。

レジリエンス：長期的な原材料量に制約が予想され
る産業では特に、循環型原料を使用することによっ
てレジリエンスを強化することができる。すでに循
環している材料を利用することで、企業は、地政学
や環境、経済におけるショックに影響されやすい原
材料採取への依存度を軽減することができる。リサ
イクル材が地域で供給されれば、企業は製造拠点
の近くでの調達という利点も重なるので、レジリエ
ンスを強化して、温室効果ガス排出量を削減するこ
とができる。原料が豊富な時期や場所では、こうし
たソリューションがレジリエンスに与える影響は限
定的になる。これは調査で、包装材業界において
は一部のプラスチックについて、それほど顕著な影
響が見られなかったことからも明らかである 20 。

収益：顧客や規制当局、またはその双方が原材料
の持続可能な利用を求める場合、循環型原料は競
争力を維持するための前提条件となる。また、そ
れによって企業は環境意識の高い顧客グループから
の需要を増やすことができるため、収益が増える可
能性もある。しかし、リサイクル材への需要増加は、
必ずしも値上がりにはつながらない。リサイクル材
に対してプレミアム価格を払うには、顧客がそこで
の価値提案を明確に理解することが条件になる。

例えば、ファッション業界では、責任ある資源の利
用はエコロジカルなファッションブランドの独自性
の一部であり、意識の高い顧客にとっては重要な購
入基準となっている。

1.1	� 循環型原料ソリューションを用いる価値

循環型原料アーキタイプ 1
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コスト：循環型原料ソリューションがコストに与える
影響は、原料の種類や事業の運営効率によって異
なるものとなる。リサイクル材の調達では、回収、
選別、輸送といった活動に新たなコストがかかるた
め、バリューチェーン全体のコスト構造が変化する。
コバルトやニッケル、アルミニウムなど多くの金属
で見られるように、素材の残存価値が高く、需要が
大きく、効率的なリサイクルプロセスが整備されて
いる場合、リサイクルはバージン原料に匹敵するコス
ト競争力がある 21 。しかし、複雑な回収、選別、洗
浄が必要な場合や、リサイクル工程にエネルギーが
大量に必要（プラスチックのように）な場合、ある
いは回収率が低い場合などは、費用効率は低くなる。

また、需要が供給を上回ると、多くのリサイクル材
のコストは上昇する。これはすでに再生 PET（rPET）
に見られるとおりで、 規 制 や 顧 客 の 選 好 によっ
て rPET を求める産業がますます増えているため、
2021 年以降、価格は上昇の一途をたどっている 22。

実現のための戦略－循環型原料図  4

循環型ビジネスモデルに向けた
柔軟なサプライチェーンと
オペレーションを構築し、
様々な品質の原料が
プロセスの標準化に与える
影響を評価

経済価値

リサイクル基準、
回収インフラ、
顧客や消費者の期待に
合わせて
個別の戦略を導入

パートナーシップを確立し、
バリューチェーン全体を
活性化して、
リサイクル材に対する
長期的かつ
コスト競争力のある
アクセスを確保

A B

C

出典：「産業のサーキュラー・トランスフォーメーション」イニシアチブ
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本白書の調査では、循環型原料ソリューションによっ
て経済価値を引き出している企業は、以下のような
実現戦略を実施していることが示されている。

個別戦略の導入

リサイクルの基準や規制、回収インフラ、顧客や消
費者の期待は市場や消費者セグメントによって異な

るため、それぞれの状況に合った戦略を導入するこ
とが肝要である。このセグメント別の戦略は、力学
的変化、特に規制の変更に応じて定期的に再評価
する必要がある。規制の変更は、調査した約 30%
の企業が障害あるいはイネーブラーとして重要な変
数であると回答していた。

A

世界最大級の PET メーカーであり、リサイクル業
者でもあるインドラマ・ベンチャーズと、大手飲
料企業のフィリピンにあるボトリング部門は、フィ
リピンで合弁事業のリサイクル工場を運営。現地
の市場状況に合わせたアプローチで rPET を加工
している。同国のプラスチック廃棄物回収システ
ムは集中管理されておらず、ほとんどが非公式で

あることから、同社は意識向上のためにコミュニ
ティ主導の活動やキャンペーンを行い、現地の 
コミュニティとパートナーシップを結んで廃棄物回
収にあたり、リサイクル用に大量の透明 PET ボト
ルを収集している。

長期的かつコスト競争力のあるリサイクル材への 
アクセスの確保

回収や加工の能力が限られており、リサイクル材の
需要が増加している場合は特に、バリューチェーン
全体を活性化し、重要な価値の源泉へのアクセス
を早期に確保することは有益である。

価値の高い循環型原料を調達するための重要なイ
ネーブラーの一つは、パートナーシップである（調
査では企業の約 65% がそのように回答）。例えば
自動車業界の場合、パートナーシップは、企業が自
動車に一定以上のリサイクル材を使用する義務を守
るのに役立っている。

B

ダウ・ケミカルが最近リサイクル業者と結んだパー
トナーシップは、リサイクル業者が高度なリサイク
ル施設を建設し、同社に年間約 6 万 5,000 トンの
価値ある循環型原料（熱分解油）を提供するもの

である。同社はそれを使用して、新しくバージン
グレードと同等の包装材用プラスチックを生成す
る予定である。

循環型ソリューションに向けたサプライチェーン 
およびオペレーションの構築

循環型原料ソリューションでは、サプライチェーン
や製造オペレーションにより大きな柔軟性が必要に
なる。スクラップやリサイクル材は均一性の程度が
まちまちなため、企業は品質にばらつきのある原料

が自社の製造プロセスの標準化にどう影響するかを
評価しなければならない。約 30% の企業は、能力（例
えば、品質や組成が一定でない原料の加工能力な
ど）が限られていることを大きな障害の一つと見な
している。先進的な産業は、リサイクル材の利用や、
モデルが循環型か直線型かに合わせて自社のオペ
レーションを調整している。

C
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寿命の延長
製品に耐久性があり、 
価値が高く、分解が可能であれば、 
製品寿命の延長によって 
価値を引き出せる可能性が特に高くなる。

欧州委員会によると 23、寿命が尽きる前の製品を
処分することにより、欧州連合（EU）域内では毎
年、二酸化炭素換算（CO2eq）で 2 億 6,100 万ト
ンの排出ガスが発生し、3,000 万トンの資源を使い、
3,500 万トンの廃棄物が生み出されているという。
消費者も、製品を修理せず新品に取り換えることで
約 120 億ユーロを失っていることになる 24。

一部の地域や産業における規制の変更（例えば、
EU25 やカナダにおける新たな「修理する権利」）26 や、
廃棄物量の増加に対する懸念の高まりを考慮し、中
長期的には、さらに多くの企業が製品寿命延長戦
略を受け入れることが予想されている。循環型原料
ソリューションほど確立されていないものの、2024
年の調査では、製品寿命延長ソリューションは、規
模は様々ながら、ほぼすべての産業に存在している
ことが明らかになっている。

企業は多くの方法で製品寿命を延ばすことができる。
サーキュラリティ向けの設計や、修理、改修、アッ
プグレードサービスの提供、中古品を取引する市
場の推進も可能だ。企業によると、寿命延長ソリュー
ションの中で、温室効果ガスの排出、収益、コスト
に最もポジティブな影響を与えるのは修理ソリュー
ションだという。おそらくこれは修理サービスが、
最小限の新しい材料や部品だけで製品寿命を延ば
すからだろう。

サーキュラリティ向けの設計には、修理、改修、リ
サイクルが可能な製品設計などがある。調査では、
このアプローチはシナジーを生み出し、他のソリュー
ションのイネーブラーと見なされることから、導入
率が（各産業で平均して）最も高かった。

世界的なテクノロジー企業のシスコは、循環型原料
（「バージン原料の代わりにリサイクル材を使う」）

から寿命延長（「価値のある部品を識別しアクセ
スできるような製品構造にする」）まで、25 項目
の循環型設計原則を導入している。例えば、シス
コの高耐久性ルーターである Catalyst IR1101 は、
モジュール設計により、ニーズや技術の進化に応
じて顧客が柔軟に部品の追加やアップグレードが
できるようになっている。最新の設計では、アイド
ル時の消費電力も前世代に比べて 45% 減少して
いる。また、シスコは 2019 年に、Catalyst 9000

製品への油性塗料の使用を廃止した。その結果、
年間約 40 万トンの揮発性有機化合物（VOCs）と
二酸化炭素換算で約 1,900トンの排出量を削減し、
2019 年から 2033 年度末までの期間に 500 万ド
ル余りのコスト減も達成している。プラスチックの
ような一部の素材は、油性塗料の使用を取りやめ
ることでリサイクルが容易になり、再生能力が向
上する。

寿命延長ソリューションが特に進んでいるのは、例
えば機械、自動車、消費者向けテクノロジー業界な
ど、高価で耐久性があり、高度なカスタマイズや構
成がなされていることが多い製品を生産している業
界である。

現在、こうしたソリューションの規模は、本来の可能
性を考えるとまだ小さいが、価値の創造が期待でき
るところでは成長が見込まれる。共有モデルがさら
に広まれば、企業は所有権を保持し、活用資産の耐
用年数を延長しようと試みることが増えるため、寿命
延長ソリューションに弾みがつくものと期待される。

アーキタイプ 2
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調査した企業は、寿命延長ソリューションが、3 年後
にはポジティブな影響をもたらすと予想しているが、
効果の大きさは産業や製品によって大きく異なる。

温室効果ガス排出量：寿命延長ソリューションは、
新製品へのニーズと関連する温室効果ガスのフット
プリントを低減するが、全体的な影響はソリューショ
ンや産業により様々だ。特に、多くの温室効果ガス
排出を伴って製造された耐久性の高い素材で製品
が作られている場合、その製品の使用期間を長く延
ばすことで、大きな排出削減効果を期待することが
できる。これは機械業界によく見られるケースであ
り、調査では、この業界での炭素排出量の削減が
特に顕著であることが明らかになっている。修理や

アップグレードによって機器の性能が向上し、エネ
ルギー効率が高まると、温室効果ガス排出量の削
減にさらに貢献できる。

レジリエンス：希少な部品や材料を扱う割合が大き
く、複雑なサプライチェーンを管理している企業は、
レジリエンスを強化することができる可能性が高い。
これは機械業界によく見られる状況であり、調査に
よると、この業界ではレジリエンスの顕著な向上が
明らかになっている。寿命延長ソリューションでは
中古製品の部品を再利用するため、原材料の供給
ショックやサプライチェーンの混乱に付随するリスク
が緩和され、サプライヤーへの依存を軽減すること
ができる。

2.1	� 寿命延長ソリューションを用いる価値

産業用オートメーションとデジタル・トランスフォー
メーション技術を提供する多国籍企業、ロックウェ
ル・オートメーションは、産業用オートメーション
製品の修理サービスを提供している。同社は、あ
る消費財企業に機械の修理を行うことで、交換品
を製造する場合に比べてスコープ 3 の二酸化炭素
換算排出量を約 90% 削減することができた。

また、製品の修理、再製造、改修によって、市場
に材料が不足している時でも顧客にサービスを提
供することができるため、レジリエンスも強化して
いる。例えば、同社は顧客 1 社当たりのサービス
提供の所要日数を、新しい機器の納品に必要な日
数と比べて 14 日短縮した。

収益：寿命延長ソリューションによって、企業は利
益プールを転換することができる。例えば、整備済
み製品により、価格に敏感な新しい顧客セグメント
を引きつけることができる。また、修理やその他の
様々なサービスで顧客との関わりを深めることもで
きる。一方で、企業は再生品の価値に対する信頼
を築き、回収プロセスの円滑化を図る必要がある。
寿命延長ソリューションが製品の性能と寿命を大幅
に向上させる場合、または顧客が新製品の入手ま
でに長期間を要する場合は、収益増加の可能性が
特に高くなる。これは B2B の機械産業および自動
車産業で多く見られ、調査によって収益の増加が特
に顕著であることが明らかになっている。

コスト：寿命延長ソリューションはコスト削減をもた
らす可能性があるが、その効果は企業ごとに大きく

異なり、社内の能力に左右される。こうしたモデル
は労働集約的で多くの初期投資を必要とする。ただ
し、寿命延長ソリューションが企業の中核的な専門
性や強みと一致している場合、特に既存の直線型オ
ペレーションで手作業に依存している企業であれば、
その投資を相殺することが可能である。これは機械
業界でよく見られる状況で、調査では特にコストの
顕著な削減が見られた。また、このアーキタイプで
成功している企業は、循環型ソリューションによる
製品ライフサイクルを通じた継続的な関わりによっ
て、顧客の獲得と保持のための支出も減らし、サー
キュラリティを考慮した設計を生かして、材料投入
コストも削減している。
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実現のための戦略－寿命の延長図  5

製品ライフサイクルの全体を
通じて、コネクティビティ（接続
性）を強化し、販売後の
製品の使用方法から
消耗状態にいたるまでを
リアルタイムで監視

C

利益プールがどこで
どのように展開する可能性が
あるかを特定し、製品の
ライフサイクル全体にわたって
価値創造の機会を構築

E

経済価値

顧客の参加を促す
インセンティブを提供し、
物流と修理を扱う
現地パートナーの
ネットワークを構築することで、
拡大可能な
回収プロセスを確立

D

社内のステークホルダーに
寿命延長ソリューションの
策定・実行を促す
インセンティブを提供し、
説得力のある提案を実施

寿命延長ソリューションを
最も高く評価する
可能性のある顧客を特定し、
顧客エンゲージメント戦略を
策定

A B

出典：「産業のサーキュラー・トランスフォーメーション」イニシアチブ

本白書の調査では、寿命延長ソリューションによっ
て経済価値を引き出すことに成功している企業は、
以下の実現戦略を組み合わせていることが明らかに
なっている。

循環型行動へのインセンティブ提供

企業の約 45% は、社内のステークホルダーの関与
を主要なイネーブラーの一つと見なし、営業チーム
など社内のステークホルダーの賛同を求めている。

修理サービスのような寿命延長ソリューションを導
入すると、個々の製品の販売から製品ライフサイク
ルを通じたサービス提供へと収入源が移行し、新製
品の購入は先送りとなる。このため、ステークホル
ダーの中には収益の奪い合いが起こることを懸念す
る声もある。寿命延長ソリューションの策定と実施
に積極的に関わるよう社内のステークホルダーにイ
ンセンティブを与え、説得力のある提案を行うこと
で新たな成長の見通しに対する認識を高める。

A
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シスコは、2025 年度までに 100% の新製品と包
装材に循環型設計原則を組み入れるという目標を
発表している。この野心的な目標を達成するため、
同社は様々な方法を用いてステークホルダーの参
加を要請。あらゆる部門やレベルを通じて賛同を
促し、実行を加速している。さらに、目標に対す
る進捗状況を追跡し、従業員のイノベーションを
評価するための得点方式を開発している。また、

2024 年度時点で 7,000 人余りの従業員が循環型
設計の研修を終了しており、従業員に循環型設計
プログラムの発展に関わってもらうため、幅広い
フィードバックの仕組みを構築している。

戦略的なターゲット設定

寿命延長ソリューションを最も評価しそうな顧客と
顧客セグメントを体系的に特定する。顧客のニーズ
に合わせた包括的な顧客エンゲージメント戦略に

よって、製品のライフサイクル全体にわたって提供
するサービスを明確にする。再生品の価値を示し（例
えば、コストの削減、排出量の削減、性能の向上
を数値で表す）、製品の品質に対する信頼を築く。

B

研究所向けに機器やソフトウェア、サービス、消耗
品を提供しているグローバル企業のアジレントも、
価格志向の顧客（例えば大学やスタートアップ企
業）や、最新世代の製品を必要としない／欲しい
と思わない顧客に、整備済みの研究用装置を販
売することで、新たな利益プールを開拓している。 

同社は整備済み製品の売上で前年比 25% の増加
を達成した。これは、整備済み製品に新品と同じ
保証を提供し、品質管理に十分な投資を行うこと
で、顧客の信頼確立に尽力した結果である。

ロックウェル・オートメーションは、顧客のポータ
ルサイトからアクセス可能な持続可能性計算機を
使用して、顧客に修理ソリューションへの参加を促
している。顧客はこれにより、新品の購入時と比べ、
修復した場合の二酸化炭素、電力、廃棄物の削

減量を追跡することができる。顧客が自社のサス
テナビリティレポートに持続可能性計算機で算出
したデータを使うことができることも、さらなる需
要を生み出している。

製品ライフサイクルにわたるコネクティビティ 
強化

寿命延長ソリューションは、中古製品を追跡・監視
する能力に依存しており、企業はデータや技術を革
新的な方法で活用することを求められる。中古製品
の所在を探し出すことは今なお大きな課題だが、バ
リューチェーン全体におけるデータと技術の活用に
より、克服が可能だ。また、販売後の製品の使用
法から消耗状態までをリアルタイムで監視するには、
データのコネクティビティ（接続性）が不可欠である。

モノのインターネット（IoT）のアプリケーションは、
寿命延長措置の実施に適切な時期を特定し、資産
をできるだけ長期間、最大限の価値を保てるように
するのに役立つ。企業は使用状況やその他のデー
タから得た洞察を用いて製品の設計、性能、耐久
性を向上させるというように、循環型ソリューション
と IoT との相互作用によって、ポジティブなフィード
バック・ループを生み出すこともできる。

C

高級ライフスタイル企業のラルフ・ローレンは、世
界経済フォーラムおよび選抜されたメンバーと共同
で、デジタル製品 ID システムを主導。これにより、
再販業者は製品が正規品であることを QR（クイッ

クレスポンス）コードで素早く認証することができ
るため、リユースの有用性が高まると同時に、ブ
ランドアイデンティティの保護、中古市場における
顧客体験の向上が可能になる。
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拡大可能な回収プロセスの確立

多くの場合、十分な量の部品や製品を回収すること
が、寿命延長ソリューションの重要な一部であるた
め、拡大可能な回収プロセスを最初から確立するこ
とが不可欠である。また、インセンティブによって
顧客の大規模な参加を促し、参加の障害となる可
能性のあるものを低減する。例えば消費者向けの
ハードウェア業界では、データセキュリティに対す
る信頼の欠如が、使用済みのノートパソコンや携帯
電話を回収する上で大きな障害になっているため、
回収プロセスを円滑に進めるには、この課題に取り
組む必要がある。

最初のライフサイクルを終えた製品の取り扱いは厳
しく規制されている場合が多く（例えば、越境廃棄
物管理規制においてなど）、地域をまたいだ拡大は
困難である。約 30% の企業が、回収プロセスを構
築する上で、規制や基準は主要なイネーブラーで
あり、重要な検討事項になると回答している。物流
や修理を担当する現地パートナーのネットワークを
確立すると、現地の規制を守りやすくなり、サプラ
イチェーンの簡素化や所要時間の短縮にもつなが
る。実際、約 60% の企業が、寿命延長ソリューショ
ンを策定する際に検討すべき重要事項としてパート
ナーシップを挙げている。

D

アジレントは、回収プロセスに参加する顧客の数
を増やすため、中古製品の返却を希望する顧客
向けにいくつかのインセンティブを提供している。
例えば、製品の残存価値分の支払いや、将来の
購入時に使えるクレジットの提供などである。可
能なところでは、競合他社の中古製品も受け入れ、

回収プロセスの一層の簡便化を図っている。所要
時間を短縮し、規制要件を遵守しながら、様々な
市場で利用できるように、各地域の回収サービス
は同社の現地事業所が管理している。

ライフサイクル全 体にわたる価 値の獲 得と 
最大化 

寿命延長ソリューションは新製品の購入を遅らせる
ため、利益の奪い合いが懸念されることが多い（約
15% の企業がこの点に言及し、サーキュラリティの
思想的リーダーとの対話でも取り上げている）。よっ
て、企業は利益プール 27 がどこでどのように進化す

る可能性があるかを特定する必要がある。企業は
新品の製品販売を、製品のライフサイクル全体にわ
たる価値創造機会で補完することができるだろう。
製品の耐用期間中に、修理やアップグレード、保
険などのサービスの料金を顧客に請求することで、
価値を生み出すことができる。耐用期間後も、使用
済みスクラップの現金化、部品の再使用などにより、
部品や素材の残存価値を獲得することができる。

E

個人向け IT 機器のグローバルメーカーである HP
は、整備済みデバイスを収益化する方法を見出し
ている。これにより、顧客への投資収益を増やすと
同時に、持続可能性目標に向かって前進している。 
新品とマルチライフサイクル IT 製品の両方を組

み合わせたソリューションに対する顧客の需要は、
新たな規制、持続可能な調達要件、総所有コスト
削減目標によって高まりを見せている。
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能力の共有
能力共有ソリューションとは 
ビジネスモデルの再構築であり、 
事業戦略との緊密な連携が必要になる。

新製品の販売と長期サービス契約は今もメーカー
にとって最大の利益を生み出している。こうしたビ
ジネスモデルが姿を消すことはなさそうだが、新
たに循環型のビジネスモデルが登場し、高利益の
新市場の扉が開こうとしている。アズ・ア・サービ
ス製品や従量課金制などの能力共有ソリューション
は、使用頻度の向上や、多くの場合、製品の所有
権保持などにより、ビジネスモデルを作り替えるも
のだ。こうしたモデルは、物理的な製品の販売に
重きを置くのではなく、顧客の望む結果を重視して
いる。

一部の革新的企業は、すでに共有モデルの実行可
能性を証明しているが、既存の企業は、構造的な
課題に向き合わねばならないため、こうした新し
いビジネスモデルの導入に苦労する可能性がある。
多くの場合、これらの企業は、長年の利益プールを

守らねばならず、資本集約的な資産からの収益を
最大化しなければならない上、所有することの価値
を売ってきたという伝統がある。しかし、従来型の
プレーヤーでも、資本構造をうまく移行させ、共有
モデルを確立した例がある。

能力共有ソリューションが特に歓迎されるのは、製
品のコストが高く、所有形態が複雑で、かつ利用
度は低いが、最新技術が常に必要とされる産業だ。
特に消費者向けハードウェア、重工業、航空宇宙、
防衛、機械などの産業では、こうしたソリューショ
ンが発展している。例えば航空宇宙産業では、壊
れたエンジンの修理に約 6 カ月かかることがある
が、スペアのエンジンを所有するのは費用がかかる。
そのため航空会社は、スペアを自社で所有するの
ではなく、地域の共有プールから料金を払ってスペ
ア部品を調達することが多い。

調査した企業は、能力共有ソリューションが 3 年後
にはポジティブな影響をもたらすと回答しているが、
影響の大きさは製品の使用形態によって大きく異な
る。

温室効果ガス排出量：能力共有ソリューションが製
品の利用度を高め、耐用年数を延ばすことにもなる
場合、温室効果ガス排出量を削減する可能性もあ
る。多くのユーザーで製品を共有することで、顧客
の需要を満たすのに必要な製品の数は少なくなる。
また、製品を製造する企業には製品に関する高い
専門知識があることから、よりよいメンテナンスが
可能で、製品寿命を延ばすことができる。能力共有
モデルでは、循環する製品の数が少なくなるが、メー
カーは製品寿命終了まで所有権を保持する必要が
ある。会社は製品寿命終了時の排出量と、自社の

スコープ 1 排出量への悪影響を記録しておかなけ
ればならない。

レジリエンス：資産の所有権を保持することで、企
業が需要予想や資源の管理、混乱への対応などを
より適切にコントロール可能になるため、レジリエ
ンスを強化できる。能力共有モデルは、売り切りの
販売モデルと比べて、より安定して予測可能な収益
が繰り返し得られることから、財務のレジリエンス
も高まる。能力共有ソリューションを実施している
企業は、機器の販売が低調な期間でも、生産負荷
のバランスを取ることで、資源需要を安定させるこ
とができる。それによって、サプライチェーンのレ
ジリエンスを高め、サプライヤーとの関係を改善し、
長期的な供給契約を通じて価格を安定させることが
可能になる。

3.1	� 能力共有ソリューションを用いる価値

例えば、ドイツのハイテク企業、トルンプでは、
顧客が機械を購入する代わりに、金属部品を切断
するたびに同社に料金を支払うという従量制のビ
ジネスモデルを導入している。同社は保険会社と

提携することで、資本構造を変革し、多くの機械
を所有するという課題に対処している。機械の購
入資金の調達や投資リスクの負担は保険会社が引
き受けている。

アーキタイプ 3
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収益：能力共有モデルでは、利益プールを経常収
益モデル（例えば、レンタル料などを通じて長期に
わたって収益を得るモデル）に転換することから、
企業は使用頻度が低い顧客やトライアル顧客など、
所有せずに利用したいという新しい顧客グループを
ターゲットにすることが可能になる。

また、能力共有モデルにより、企業はメンテナンス
や稼働状態の監視など、幅広いサービス提供を通
じて顧客満足度を高めると同時に、顧客のニーズ
のより多くの部分から価値を獲得することが可能に
なる。重要なデバイスの使用に対して高い支払い
意欲がある場合には、収益成長の可能性は極めて
大きい。これは、重工業、航空宇宙、防衛などの
産業に見られることが多く、例えばスペアエンジン
のレンタルの場合は、調査でも収益の増加が特に
顕著なことが明らかになっている。

コスト：能力共有モデルはコストを削減できる可能
性がある。しかし、事業運営の複雑さにより、こう
したモデルでは、正味運転資本の増額と高額の継
続コストが必要になる。例えば、能力共有ソリュー
ションを実現するには、企業は製品の品質を維持し
ながら、（機械の短期レンタルなどのために）高い
頻度で顧客から製品を受け取り、配送するプロセス
を構築しなければならない。こうしたモデルの事業
を運営する企業は、所有権を保持することで運営上
の決定権限が大きくなることを生かし、運営費用を
削減することで、コストを相殺することができる。ま
た、ライフサイクルを通して顧客と関わり続けること
で顧客保持コストを減らし、製品寿命が終了した製
品をリサイクルや再利用のために回収するコストも
低減することができる。

実現のための戦略－能力共有図  6

出典：「産業のサーキュラー・トランスフォーメーション」イニシアチブ

経済価値

製品の利用度を高め、
メンテナンスコストを削減して、
活用資産の価値を
最大化するために、
データに基づく
サービス提供を実施

事業戦略の一環として、
能力共有ソリューションを
調整する部門横断的な
権限を創設

既存事業での能力を生かして
製品寿命を延ばし、
様々な使用事例に合わせた
製品設計を実施

A B

C
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本白書の調査では、能力共有ソリューションを活用
して経済価値を創出している企業は、その実現にあ
たり、以下のような戦略を実施していることが明ら
かになっている。

事業戦略の一環として、能力共有ソリューショ
ンを調整する部門横断的な権限の創設

能力共有ソリューションを構築するには、人材や資
金の活用が不可欠である。調査によると、調査した
企業の約 65% で、組織的要因（例えば専用の時間
を割り当てるなど）と、財務上の検討事項（特に高
額の先行投資と継続コスト）を大きな障害と認識し
ていた。共有モデルを、既存のビジネスモデルに
おける革命と考えれば、事業戦略と緊密に連携する
ものでなければならず、部門横断的な権限に加え、
社内全員の発想の転換が必要になる。企業のリー

ダーは部門やレベルの枠を越えてメリットを周知し、
場合によってはインセンティブ制度を調整しなけれ
ばならない。

製品寿命の延長と共有に向けた設計 

活用する資産の価値を最大限に高め、最新技術を
使った共有デバイスを顧客が利用できるようにする
には、必要に応じて製品のメンテナンス、修理、アッ
プグレードを行う必要がある。企業は既存事業での
業務能力を生かして自社製品の寿命を延ばし、レン
タルで利用しやすくして、製品性能を向上させる必
要がある。また、循環型の製品設計は、モジュー
ル化が可能で製品の使用事例の幅を広げることが
できるため、能力共有モデルを経済的な方法で実
施していく上での大きなイネーブラーになる。

A

B

アジレントは 2013 年に中古製品の事業ラインを立
ち上げ、その後、約 5 年前に中国でレンタル事業
を開始。2023 年末には米国にも事業を拡大した。
この新規ビジネスモデル確立のイネーブラーは 

寿命延長に関する既存能力であり、必要な能力が
すでに利用できる状態だったために、立ち上げコ
ストを削減することができた。

データから学びを引き出すことによる、資産価
値の最大化

予知保全や処方的メンテナンス、その他のデータに
基づくサービスは、共有資産の耐用年数を延ばすこ
とで、価値を最大化することができる。また、製品の
利用度を高め、維持コストを削減することによっても、
活用する資産の価値を最大に高めることができる。 

インターネットに接続された装置では、さらに使用
状況や顧客データを抽出し（規制で認められている
場合）、製品設計の改善や、企業がダイナミックプ
ライシング（変動価格）モデルを提供する際に使う
ことができる。このようなインターネット接続による
サービスが社内で提供できない場合、企業は技術
プロバイダーと提携する必要がある。

C

エネルギー管理とオートメーションのグローバル
企業、シュナイダーエレクトリックは、エネルギー・
アズ・ア・サービス（EaaS）の提供を通じてサー
キュラー・トランスフォーメーションを実証してい
る。同社は、マイクログリッドを自社の IoT プラッ
トフォームである「EcoStruxure」に統合すること
で、共有エネルギー資産の運用を効率化。資産

寿命を延ばすことが可能になった。これは、エネ
ルギーのレジリエンスを高め、顧客の先行投資を
軽減し、持続可能性を向上させることで価値を創
造するアプローチである。この循環型戦略では、
環境問題に対応するだけでなく、新たなサービス
に基づくビジネスモデルを通じて収益成長を推進
している。
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結論

世界では、今まさにビジネスモデルの革命が急速
に進もうとしている。現在、多くの直線型モデル 28

が限界に達しており、企業は労働力問題や供給不
足、持続可能性の向上への様々な要望、進化する
顧客の期待、規制の変更、そして人工知能などの
変革的技術の出現といったビジネス環境の大きな
変化に対応すると同時に、事業運営のあり方を見
直す必要に迫られている。これらの混沌に、資源の
過剰消費によって増幅された地球の三重危機 29 が
加わる中で、将来への進路を与えてくれるのがサー
キュラリティである。

サーキュラリティは、様々なステークホルダーにとっ
て魅力的な価値提案を生み出し、企業の競争力と
生産性を保つことができる。資源の採取、廃棄物、
温室効果ガス排出量を減らすため、持続可能性が
高い。ほぼ絶え間なく混乱が続く世界の中で、レジ
リエンスを高め、おそらく将来的に最大の課題の一
つとなる希少性に直接的に対処できる可能性もあ
る。さらに、サーキュラリティは、顧客需要の拡大と、
売り切り型の販売から製品ライフサイクルを通した
サービス提供への転換により、企業収益を増やす
機会を与えてくれる。こうした利点により、サーキュ
ラリティは、最初こそ初期投資が高くつく可能性が
あるが、長い目で見るとコストの削減になるだろう。

しかし、循環型ビジネスモデルにはトレードオフが
伴うのも確かだ。毎年新製品を発売することに慣れ
ている企業が、長持ちし、交換頻度が少なく、使う
頻度が高い製品を作るには、ビジネスモデルの変
更だけでなく、発想の大幅な転換が求められる。ま
た、経営幹部はサーキュラー・トランスフォーメー
ションのために、従業員のスキル向上や、必要な
専門知識の習得、パートナーシップ締結のための
時間も含め、十分な資源を割り当てなければなら
ない。最終的には、事業運営モデルと収益化モデ
ルの両方が進化していく必要があるのだ。

調査の結果は、楽観視できる理由を明らかにするも
のだった。ますます多くの企業が、こうした課題が
克服可能であり、サーキュラー・トランスフォーメー
ションを適切に実行すれば多大な経済価値がもたら
されることを実証している。調査によると、サーキュ
ラリティを通じて経済価値を引き出すことに成功し
ている企業は、以下を実行している。

	– 三つのアーキタイプ（あるいはアーキタイプの
組み合わせ）のうち、どれがサーキュラー・ト
ランスフォーメーションから最大の価値を生み
出すことができるかを理解し、そのアーキタイ
プ特有の実現戦略を検討する。

	– 循環型パートナーシップを確立し、価値の重要
な源泉を開拓する。

	– サーキュラリティを事業戦略に組み込み、幹部
が部門横断的な権限を持てるようにし、インセ
ンティブを導入する。

	– 障害を見つけ、循環型ソリューションを拡大す
るために、循環型のモニタリング戦略を確立す
る。

世界経済フォーラムは、ベイン・アンド・カンパニー
およびケンブリッジ大学の協力を得て、「産業のサー
キュラー・トランスフォーメーション」イニシアチブ
を立ち上げ、企業のサーキュラー・トランスフォー
メーションを支援している。このイニシアチブでは
特に、企業による課題の克服を支援し、サーキュ
ラー・パイロット・プログラムを立ち上げ、エコシ
ステムとパートナーシップを形成してサーキュラー・
トランスフォーメーションを加速する方法を探求し
ている。コミュニティに参加するには、同フォーラ
ムの「産業のサーキュラー・トランスフォーメーショ
ン」ウェブページを参照いただきたい 30。

製造10業種に従事する企業は、 
循環型ソリューションによって 
幅広い経済価値の実現が可能になることを
認識している。
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付録

	� ハイドロアーキタイプ 1

産業

従業員数

アルミニウムと再生可能エネルギー

30,000+

ケースの成熟度 本格的な拡大継続中

実施上の課題

	– 材料のカーボンフットプリントに関する情報が欠
如しているため、顧客が情報に基づいた意思決
定を行う、およびより持続可能性の高い製品を
求めることができない。

	– すべての消費者や産業において使用可能なリサ
イクル素材を大規模生産するための規格が存在
しない。

	– 寿命を終えた製品や、それらのリサイクルに関
する規制要件や回収率に地域差があることで、
リサイクル能力が制限されている。

	– スクラップがグローバル・ノースからグローバ
ル・サウスへ流出することで、選別工程のコン
トロールが低下し、重要な価値の源泉の喪失に
つながっている。

	– 品質に対するネガティブな認識により、低炭素
のリサイクル鉱物や製品にプレミアム価格を支
払う意思がない。	

実現のための戦略 

	– スクラップを早期に確保し、選別プロセスをコン
トロールするためのパートナーシップ。

	– より多くの種類のスクラップを処理し、高い価値
を持つ特定のアルミニウム合金の回収を可能に
するために、独自の分別技術（HySort）を開発。

	– 自動車のアルミニウム部品に含まれる再生アル
ミ成分の割合を高めることを可能にする既存合
金の研究開発。

	– 需要を確保し、高額投資のリスクを緩和するた
めの OEMとの長期（20 ～ 30 年を視野に）のパー
トナーシップ。

	– パートナーと共同で循環型の製品設計を行い、
設計の初期段階からリサイクル性を優先し、 
製品のライフサイクル全体のサーキュラリティを
強化。

ハイドロにとって、使用済みのスクラップを脱炭素化オペレーションでリサイクルすることは、2030 年まで
に工業的規模で二酸化炭素フットプリントがゼロのアルミニウムを生産する主要な方法の一つである。

複数の産業にわたるイニシアチブが他にも数多くある中、同社は 2022 年に、自動車用の低炭素再生アル
ミを開発・供給するという目標を掲げて、同社初の自動車循環パートナーシップを開始した。目標の実現
に向け、ハイドロはバリューチェーン全体の参加を求めた。同社は使用済みスクラップを早期に入手するた
めのパートナーシップを構築し、リサイクル工程用に最高品質の純粋な素材を入手するために独自の選別
技術を開発して、ポルシェやメルセデス・ベンツ、ポールスターといった OEM（相手先商標製品メーカー）
と提携した。長期にわたる協力関係により、OEM 側のニーズに合う素材の共同開発が可能になり、OEM
は部品要件仕様書に新素材についての詳細を記載できるようになった。
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インパクト

温室効果ガス排出： 

	– アルミニウムのリサイクルに必要なエネルギー
は、一次アルミニウムの生産に使うエネルギー
のわずか 5% に過ぎない。また、鉱山から最終
製品までの資源を節約することにもなる。1 ト
ンのアルミニウムをリサイクルすると、6 トンの
ボーキサイトと 9 トンの二酸化炭素排出が削減
される 31。

	– 同社は、使用済みスクラップを最低 75% 使うこ
とで、再生アルミニウムの生産 1kg 当たりのカー
ボンフットプリントを二酸化炭素換算値で平均
1.9kg にしている。これは一次アルミニウム生産
で発生する平均値の約 8 分の 1 である。同社の
100% 再生アルミのカーボンフットプリントは二
酸化炭素換算で 0.5kg を下回るが、生産工程が
複雑で時間がかかるため、生産量は小規模でし
かない。  

レジリエンス： 

	– 同社は OEM 各社の具体的なニーズに合わせて
リサイクルのソリューションをカスタマイズして
いる。このため、各社とリサイクル材の需要継
続を保証する長期のパートナーシップを結び、
財務の安定性を確保すると同時にレジリエンス
を強化している。

	– アルミニウムのスクラップ不足とアジアへのスク
ラップの輸出増加が重なったために、欧州でス
クラップ価格が高騰し、同社のレジリエンスに
悪影響を及ぼしている。同社は、安定的にスク
ラップを入手するための長期契約を結ぶことで

外部のスクラップ源への依存を減らし、分別能
力を拡大することで、より幅広い種類のスクラッ
プを加工できるようにしている。

収益：

	– 同社の再生アルミ製品にはプレミアム価格がつ
いており、再生アルミ需要の成長率はバージン
アルミニウムの 2 倍の年間 5.4% と予想されて
いる。

	– そのため、同社は 2030 年までに年間の使用済
みスクラップ使用量を今の倍近くの 85 ～ 120
万トンに増やす予定。結果として、2030 年の
EBITDA は市場の成長と資本の調達状況によっ
て約 4 億 7,000 万～ 7 億 5,000 万ドルの範囲に
なるものと見込まれる。

コスト：

	– 2030 年までに約 4 億 7,000 万～ 7 億 5,000 万
ドルの EBITDA を実現するには、リサイクル施
設への大規模投資、スクラップへのアクセス確
保、高度な選別機能の開発が必要となる。例え
ば、ハイドロは 2023 年に 1 億 5,000 万ドルを
かけて未開発の更地にリサイクル施設をオープ
ンし、2024 年にさらに新たなリサイクル施設へ
の約 2 億ドルの投資を承認している。

	– 加えて、循環型原料の加工では、回収、選別、
輸送といった新しいコスト要素により、コスト構
造が変化する。しかし生産プロセスにおける電
力消費が一次アルミニウムよりも少ないことで、
部分的に相殺される。
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	� シーメンスモビリティアーキタイプ 2

産業

従業員数

車両（鉄道業）

40,000+

ケースの成熟度 本格的ソリューションと試行を含む 
ソリューション一式

実施上の課題

	– 直線型のバリューチェーンやビジネス慣行を循
環型へと変革する必要性。

	– 循環型ソリューションを実現するための契約モ
デルやビジネスモデルの開発。

	– ライフサイクル全体にわたる材料、部品、シス
テムに関するデータ要件の増加。

	– 現在のバリューチェーンの内外における新たな
能力（価値の回収など）や協力の必要性。

実現のための戦略 

	– 完全に循環型の製品ライフサイクル（ゆりかご
からゆりかごへ）を目指す事業者向けの、持続
可能性と費用効率を統合した包括的なソリュー
ション一式。

	– インテリジェントな 鉄 道 資 産 管 理 の た め の
「Railigent X」オープン・エコシステムなどの 
ライフサイクル契約、フルサービス契約、アズ・
ア・サービス型モデルといった新しいビジネス
モデル。

	– デジタル製品パスポートから予知保全、トレー
サビリティ、AI ベースの製品寿命後戦略まで、
データに基づくサービスで現実世界とデジタル
世界を結合。

	– 事業者（需要サイド）とサプライヤー、持続可
能な素材企業、リサイクル業者（供給サイド）
の両方を含むパートナー・エコシステムを構築。

そして、その先へ

鉄道輸送は資産価値が高く、資産の耐用年数も長いため、産業のサーキュラー・トランスフォーメーション
に最適なケースである。シーメンスモビリティは、車両向けに完全な循環型ソリューション一式を策定。持続
可能性と費用効率の可能性の両方を引き出している。このソリューションは、ライフサイクル全体を網羅する
もので、三つの柱を軸にしている。第一は「より少ない資源でより多くのことを」、すなわち、循環型設計や
ビジネスモデルの統合により、資産の効率と利用可能性の向上。第二は、改修からインテリジェントな廃車、
サプライチェーン管理にいたるまでの寿命延長サービスの提供。最後は、自社の技術知識、同社の運営する
オンラインマーケットプレイス「MoBase32」の利用、あるいはサプライヤーの包括的エコシステム、持続可
能な素材企業やリサイクル企業を活用した、寿命後の技術部品、スペア部品、素材の価値の回収である。
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持続可能性と競争力へのインパクト

温室効果ガス排出： 

	– 牽引システム用パワーエレクトロニクスなどの部
品のスマート修理により、新規製造に比べて二
酸化炭素排出量を最大 40% 削減。

	– 資本支出（CAPEX）が不要の「スマート列車リー
ス」モデルで実現した、地域排出量ゼロのバッ
テリー式列車や水素列車の導入が地域で増加
し、柔軟性と費用効率の高さを実現。

	– アルミニウムの循環型サプライチェーンを使うな
どして、一次材料の代わりに二次材料を使用す
ることで、二酸化炭素排出量を最大 90% 削減。

レジリエンス： 

	– インテリジェントな廃車管理と供給のコンセプト
を、重要な技術部品の回収と組み合わせ、鉄道
輸送のレジリエンスと効率を向上。

	– リサイクル・エコシステムを通じてライフサイク
ル終了時にアルミニウムや銅といった材料の価値
を回収し、材料不足やサプライチェーンの混乱、 
材料コストの増加によるリスクを軽減。

収益：

	– 入札においては、サプライヤー選択の一つの
基準としてサーキュラリティの重要性が増してい
ることから、循環型かつ資源効率の良い鉄道ソ
リューションを主導することは、大型案件の入札
を勝ち取る上で明確な差別化要因になる。

	– サーキュラリティに関する市場動向は、資産の
ライフサイクルの後半におけるサービス提供の
新しい機会を含め、フルサービス提供事業者と
しての立場を強化・拡大する可能性をもたらし
ている。

コスト：

	– Railigent-X サービス経由での予知保全によって、
車両が最大で 100% 利用可能になり、維持コス
トを最大 15%、サービスの遅延によって生じる
コストを最大 40% 削減することが可能になる。

	– 元の部品が廃番になったとしても、3D プリン
ターを活用した積層造形によって数十年にわ
たりスペア部品を使用できるようにすることで、
100% の利用率を支えている。部品のスマート
再設計（例えば重量軽減など）によりコスト削
減を進め、（従来の製造や保管と比べて）材料
廃棄を最大 70% 削減している。

	– 低炭素の二次材料が循環するループを完成させ
ることで、野心的なサプライチェーンの脱炭素
化目標を実現するコストを大幅に削減すること
ができる。
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ケースの成熟度 ソリューションを大規模に展開

実施上の課題

	– 循環型ソリューションのメリットや利用可能性に
関する顧客の認識不足。

	– 第三者のレンタル事業による市場の飽和。

	– 買い戻し後、修理を経て北米のレンタルサービ
スで提供可能な中古機器の入手。

実現のための戦略

	– 認められた環境上のメリット、最新技術の利用、
所有コストの軽減、EMEA での変更の多い冷却
設備効率規制を考慮した製品規制サポート、ア
ズ・ア・サービス型の機器提供など、顧客にメリッ
トを明確に伝えて需要を促進する。

	– 製品知識や修理に関する社内の専門技術や能
力を生かすことで、第三者のレンタル事業者と
の競争で優位性を確保する。

	– レンタル機器とのリモート接続によって、機器
の寿命までの利用率を高め、維持コストの削減
が可能になる。トレイン・テクノロジーズでは、
予知保全を導入することで、多くの場合は現場
でのサポートなしで、生産性に影響を及ぼす前
に問題に対処することができる。

トレイン・テクノロジーズは、戦略的ブランディングの下、1992 年に北米で、また 2011 年には欧州、中東、
アフリカ（EMEA）でレンタル事業を開始した。対象とする顧客は季節ニーズがあり、変更の多い製品効率
性の規制への対処を余儀なくされている企業である。現在、レンタル機器はこの 3 年間で年間 10% 以上の
伸びを示している。あらゆる種類の産業（データセンター、発電、医療、小売り、イベントなど）に冷却装
置をレンタルしており、さらに、機器の修理、改修、アップグレードのサービスを、レンタル機器を対象とし
たものから全顧客向けの寿命延長サービスへと拡大している。

レンタル機器用の中古部品を入手するため、同社は顧客から使用済みの冷房や暖房のシステムを買い戻し
ている。また、遠隔メンテナンスを通じて機器の耐用年数を延長するため、リモート接続システムの構築を
開始。こうしたサーキュラリティへの熱心な取り組みは、2030 年までに顧客の温室効果ガス排出量を 10 億
トン削減し、機器や材料の製造過程における全炭素排出量を 40% 削減することを目指すという、同社の持
続可能性へのコミットメントを形成している。
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インパクト

温室効果ガス排出： 

	– 冷房や暖房などの季節的需要では、季節とは逆
のニーズがある顧客が存在する場合が多い。共
有を進めることで、バージン資源の消費を削減
するだけでなく、実際には一つの設備だけが必
要な場合に、二つの設備を別々に製造する際に
発生する炭素の排出量を減らすことができる。

	– 年間を通じた需要では、レンタルを活用するこ
とで効率的な技術を利用できるため、エネル
ギーコストやカーボンフットプリントの削減につ
ながる。事実、EMEA では、「持続可能な製品
のためのエコデザイン規則」により、冷却装置
の効率は過去 7 年間で 70% 向上している。

	– 技術のアップグレードによって、季節的需要を
継続的な需要に変えることも可能になる。例え
ば、ガスボイラーの代わりに最新のヒートポン
プ技術のレンタルオプションを提供することで、
資源消費や排出量の削減に役立つばかりか、暖
房や冷房のニーズにも対応できる。これによっ
て、さらなる設備の導入や輸送、あるいは天然
ガスに依存する暖房などが不要になる。

レジリエンス： 

	– 同社はレンタルによって顧客のニーズに迅速に
対応し、サプライチェーンの課題を緩和している。

	– EMEA 市場では、効果の高い長期計画、サプラ
イヤーとの関係強化によって、サプライチェーン
のレジリエンスを高め、価格を安定化。レンタ
ルサービスは、生産レベルを一定に保つことで、
原料需要の安定化に役立っている。

付加価値：

	– レンタルサービスは、短い期間、装置のダウン
タイムに対応しなければならない顧客や、多額
の資本投資をせずに新しい装置を試したいと考
えている顧客にとってメリットとなる新たな機会
を生み出している。また、この循環型ビジネス
モデルは、迅速にアップグレードされた機器を
顧客に提供することで、顧客が冷却装置の効率
規制を遵守できるようにするため、収益経路の
一層の透明化を図ることができる。

	– 現在、レンタル部門は毎年着実に成長しており、
売り切りを前提とする直線型販売との顧客の奪
い合いは最小限に抑えられている。

コスト：

	– EMEA 市場では、工場の生産能力をレンタル機
器の製造に利用することで、未活用の製造施設
に関連する固定費の回収という課題が最小限に
抑えられている。

	– 寿命を迎えた後の資産管理が改善されたこと
で、価値の高い機器の回収が可能になり、新し
いシステムへの資本投資が不要になった。
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